
公園の樹木・街路樹・学校などの公共施設や、一般家庭・事業所から出される剪定枝木等をチップ化し、福
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 島第一原発事故による影響で利活用が図れなくなったチップを一時保管するとともに、放射性物質濃度に配
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治 慮しながら焼却するが、それでも保管しきれないチップを最終処分するものです。
・公園の樹木・街路樹・学校などの公共施設や、一般家庭・事業所から出される剪定枝木等をチップ化し、 ・福島第一原発事故により、枝木チップが農家や家庭菜園で利活用できなくなったため、分別回収している
福島第一原発事故による影響で利活用が図れなくなったチップを保管する。 刈草等を剪定枝木とともにチップ化し、ストックヤードに一時保管する。
・自走式破砕機を大きなものに交換し、分別回収した草や落葉を破砕しチップ化したものを保管する。 当該年度 ・保管しているチップや搬入された枝木をチップ化し、放射能濃度の低いチップについては、焼却処理する
・枝木チップが農地などで利活用出来なくなったため、チップストックヤードが満杯になったことから最終 執行計画 ことでヤードの保管量を少ない状態で維持できるようにする。

(3)事業内容 内　　容 処分を委託する。
・福島第一原発事故によりに由来する放射性物質の影響により、通常の処理ができなくなった剪定枝木や雑
草・落ち葉等の中間処理と3,500トンの処分委託をする。 チップ化処理・一時保管量 想定値 500当該年度

単位 t
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 公共施設及び街路樹・事業所・一般家庭から排出された刈草等及び剪定枝木をチップ化し一時保管する。保管場所のストック量 直接 刈草等及び剪定枝木のチップ化処理・一時保管量 t 1,000 500
が一定量となるよう焼却や最終処分を行っていく。

令和 3年度 同上 直接 刈草等及び剪定枝木のチップ化処理・一時保管量 t 500

令和 4年度 同上 直接 刈草等及び剪定枝木のチップ化処理・一時保管量 t 500

マルチング材・土壌改良材及び堆肥等については、ニーズによって大きさを変えて利活用の拡大を図っているが、生ごみ資源化
(7)事業実施上の課題と対応 堆肥との混合による堆肥利用を研究し、さらなる需要先の拡大を図る必要がある。東日本大震災後の福島第１原発事故による放 代替案検討 ○有 ●無

射性物質拡散により、チップの安全性を確保できないため、需要先に配布することができない。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 剪定枝木・雑草等収集運搬及び破砕業 100,891 ＊ 剪定枝木・雑草等収集運搬及び破砕業 102,239 ＊ 剪定枝木・雑草等収集運搬及び破砕業 102,239 ＊ 剪定枝木・雑草等収集運搬及び破砕業 102,239
務委託（東電） 務委託（東電） 務委託（東電） 務委託（東電）
剪定枝木等収集運搬及び破砕処理業務 剪定枝木等収集運搬及び破砕処理業務 剪定枝木等収集運搬及び破砕処理業務 剪定枝木等収集運搬及び破砕処理業務
委託　27,021千円を含む 委託 委託　27,021千円を含む 委託　27,021千円を含む
内訳　収集運搬業務委託　52,887千円 内訳　収集運搬業務委託　53,372千円 内訳　収集運搬業務委託　53,372千円 内訳　収集運搬業務委託　53,372千円
　　【債務負担】Ｈ29～Ｈ33 　　【債務負担】H29～R3 　【債務負担】H29～R3 　【債務負担】R4～R8 
　　破砕処理業務委託　48,004千円 　　　破砕処理業務委託　48,867千円 　　　破砕処理業務委託　48,867千円 　　　破砕処理業務委託　48,867千円

実施内容 ＊ 枝木チップ運搬処分業務委託（東電） 128,075 ＊ 枝木チップ運搬処分業務委託（東電） 180,950 ＊ 枝木チップ運搬処分業務委託（東電） 129,250 ＊ 枝木チップ運搬処分業務委託（東電） 129,250
＊ ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ用水管養生委託（東電） 270 ＊ ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ用水管養生委託（東電） 270 ＊ ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ用水管養生委託（東電） 270 ＊ ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ用水管養生委託（東電） 270

(8)施行事項
費　　用 ＊ 環境協力金（東電） 0 ＊ 搬出重機リース料（東電） 2,382 ＊ 搬出重機リース料（東電） 2,382 ＊ 搬出重機リース料（東電） 2,382

＊ 搬出重機リース料（東電） 2,361

予算(決算)額 合　　計 231,597 合　　計 285,841 合　　計 234,141 合　　計 234,141
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 27,021 27,023 27,021 27,021

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 204,576 □特会 □受益 □基金 ■その他 258,818 □特会 □受益 □基金 ■その他 207,120 □特会 □受益 □基金 ■その他 207,120
換算人数(人) 0.3 0.4 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 3,480 2,610 2,610

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 234,237 289,321 236,751 236,751
(11)単位費用

468.47千円／t 578.64千円／t
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　福島第一原発事故による放射能のため、チップ化された剪定枝木が土壌改良材・自家菜園・園芸・農家用基礎堆肥とし ○①事前確認での想定どおり
て利活用を図ることが出来なくなったため、保管しきれないチップの最終処分が必要。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民の皆様に草や落ち葉等の分別回収に協力してもらう。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 自然環境に影響がないよう分析し基準以内の放射能濃度の枝 ○①想定どおり
□②生き物と共存している 木を処分していく。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(t) 目標値(b)(t) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(t) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,000 500 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 289,321 △55,084
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△23.52

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.17

t 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 304 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 剪定枝木等のチップ化事業（放射能対策） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 289,321 千円 (うち人件費 3,480 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、



会に向けたリサイクルを推進し、資源の有効活用と焼却量の削減を図る。
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と
・資源の回収・処理・売却 資源の売り払い収入は景気の動向に左右されやすいが、適正に売却益を得られるよう、定期的に資源物の単
・小型家電の拠点回収引渡し 価の見直しを行う。

当該年度 資源価格の下落に対応するため、奨励金制度を見直す。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

資源回収量 想定値 8,800当該年度
単位 ｔ

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 定期的に資源物の単価の見直しを行い、適正な売却益を確保する。 間接 売り払い収入額 千円 33,300 56,000

令和 3年度 同上 間接 売り払い収入額 千円 65,000

令和 4年度 同上 間接 売り払い収入額 千円 70,000

商品として売却又はリサイクルをするため、出来るだけ綺麗な形での排出や分別の徹底を図っていく。
(7)事業実施上の課題と対応 資源の売却単価が他国や国内の経済状況に左右されるため量を確保しても売り払い額が減少することがある。 代替案検討 ○有 ●無

令和７年度末にリサイクルセンターの整備が完了するまで、一部の資源について、場内で中間処理できない。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

資源物の回収・処理及び売却並びに 284,839 資源物の回収・処理及び売却並びに 287,452 資源物の回収・処理及び売却並びに 287,452 資源物の回収・処理及び売却並びに 287,452
資源回収用具管理 資源回収用具管理 資源回収用具管理 資源回収用具管理
【債務負担】（H29～H33）5年契約 【債務負担】（H29～R3）5年契約 【債務負担】（H29～R3）5年契約 【債務負担】（R4～R8）5年契約
ペット・プラ回収業務委託 ペット・プラ回収業務委託 ペット・プラ回収業務委託 ペット・プラ回収業務委託
【債務負担】（H29～H33）5年契約 34,139 【債務負担】（H29～R3）5年契約 34,452 【債務負担】（H29～R3）5年契約 34,452 【債務負担】（R4～R8）5年契約 34,452
ペット・プラ中間処理業務委託 61,895 ペット・プラ中間処理業務委託 63,598 ペット・プラ中間処理業務委託 63,598 ペット・プラ中間処理業務委託 63,598
生ごみ資源回収・処理業務委託 11,442 容リ協委託金（その他プラ） 755 容リ協委託金（その他プラ） 755 容リ協委託金（その他プラ） 755

実施内容 小型家電回収業務委託 230 小型家電回収業務委託 202 小型家電回収業務委託 202 小型家電回収業務委託 202
＊ 生ごみ資源化施設機材及び残渣撤去 1,133

(8)施行事項
費　　用 消耗品（生ごみ用ポリ袋　他） 299 消耗品（学校生ごみ処理機コア　他） 28 消耗品（学校生ごみ処理機コア　他） 28 消耗品（学校生ごみ処理機コア　他） 28

資源回収奨励金 29,250 資源回収奨励金 28,080 資源回収奨励金 28,080 資源回収奨励金 28,080
旅費　プラベール容リ協検査立会 1 旅費　プラベール容リ協検査立会 1 旅費　プラベール容リ協検査立会 1

1・2号嘱託職員報酬2名（0.3　0.3） 1,447 高速代　プラ委託施設 4 高速代　プラ委託施設 4 高速代　プラ委託施設 4
会計年度任用職員報酬（事務補助員）

会計年度任用職員報酬（事務補助員） 会計年度任用職員報酬（事務補助員） １名（0.5） 1,266
１名（0.5） 1,266 １名（0.5） 1,266 フォークリフト賃借料 971

＊ フォークリフト賃借料 971 フォークリフト賃借料 971 フォークリフト燃料（軽油） 28
＊ フォークリフト燃料（軽油） 28 フォークリフト燃料（軽油） 28 ガラスびん運搬処理資源化業務委託 15,015
＊ ガラスびん運搬処理資源化業務委託 15,015 ガラスびん運搬処理資源化業務委託 15,015

予算(決算)額 合　　計 423,541 合　　計 432,985 合　　計 431,852 合　　計 431,852
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 423,541 432,985 431,852 431,852

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.4 0.2 0
正職員人件費 3,520 3,480 1,740 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,447 1,447 1,447 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 427,061 436,465 433,592 431,852
(11)単位費用

48.53千円／ｔ 49.6千円／ｔ
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

資源循環型社会の構築を図るため、再生可能で地球環境に負荷を与えない資源物の利活用を進めていくことは必要不可欠 ○①事前確認での想定どおり
である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている 廃棄物処理法で一般廃棄物の処理は自治体の固有事務となっ □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない ている。 □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 回収車両は低排出ガスの車両を使用している。 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(千円) 目標値(b)(千円) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(千円) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
33,300 56,000 ■③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 436,465 △9,404
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△2.2

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 12.83

千円 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 307 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 資源回収・処理・売り払い業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 436,465 千円 (うち人件費 3,480 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 資源循環型社



生する焼却灰を最終処分場に埋立処分することなく、資源としてリサイクルすることで資源
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的 循環型社会を実現する。
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と しかし、現在は、放射能対策のため埋立処分をしており、焼却灰のうち一部のみのリサイクルとしていく。
・焼却施設に保管している主灰と飛灰を委託で中間処理し、路盤材としてリサイクルする。 ・雑草や落葉を可燃ごみから分別回収し、焼却しないことで焼却灰の放射能濃度の低減を図る。
・これまで混合灰として搬出していた焼却灰を飛灰と主灰に分離することで、埋立処分が可能となったため ・焼却灰を飛灰と主灰に分離排出ができる設備を２５年度に設置し、飛灰の排出の際には直接運搬車両への
、リサイクルに併せて埋立処分を実施していく。 当該年度 積込が可能となった。
・放射能対策として、リスク分散のため複数の処分場と契約し処理委託する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・複数の処分場へ処理委託するため、複数の所在市に埋立処分量に相当する環境協力負担金を納める。

灰の処分量 想定値 3,800当該年度
単位 ｔ

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 可燃ごみ焼却量の削減（３％） 直接 灰の処分量 ｔ 3,727 3,700

令和 3年度 同上 直接 同上 ｔ 3,700

令和 4年度 同上 直接 同上 ｔ 3,600

一般廃棄物を自区域外に処分する場合には、中間処理場や埋立処分場のある市町村との協議に基づき合意を得る必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

焼却灰の溶融固化処理 23,274 焼却灰の溶融固化処理 18,964 焼却灰の溶融固化処理 18,964 焼却灰の溶融固化処理 18,964
５００ｔ×４３，１００×１．０８ ４００ｔ×４３，１００×１．１ ４００ｔ×４３，１００×１．１ ４００ｔ×４３，１００×１．１
焼却灰運搬処分（主灰、飛灰） 88,164 焼却灰運搬処分（主灰、飛灰） 78,430 焼却灰運搬処分（主灰、飛灰） 78,430 焼却灰運搬処分（主灰、飛灰） 78,430
８００ｔ×３１，０００×１．０８ ２，３００ｔ×３１，０００×１．１ ２，３００ｔ×３１，０００×１．１ ２，３００ｔ×３１，０００×１．１
１，８００ｔ×３１，０００×１．１ 焼却灰等溶融資源化 20,460 焼却灰等溶融資源化 20,460 焼却灰等溶融資源化 20,460
焼却灰等溶融資源化 30,996 ４００t×４６，５００×１．１ ４００t×４６，５００×１．１ ４００t×４６，５００×１．１
７００t×４１，０００×１．０８ 焼却灰溶融資源化処理 18,480 焼却灰溶融資源化処理 18,480 焼却灰溶融資源化処理 18,480

実施内容 環境保全協力負担金（鹿島・米沢） 3,852 ４００t×４２，０００×１．１ ４００t×４２，０００×１．１ ４００t×４２，０００×１．１
焼却混合灰処理業務 18,700 焼却混合灰処理業務 18,700 焼却混合灰処理業務 18,700

(8)施行事項
費　　用 ＊ 消耗品（キレート剤） 19,620 ４００t×４２，５００×１．１ ４００t×４２，５００×１．１ ４００t×４２，５００×１．１

環境保全協力負担金（鹿島・米沢） 3,110 環境保全協力負担金（鹿島・米沢） 3,110 環境保全協力負担金（鹿島・米沢） 3,110
＊ 消耗品（キレート剤） 19,800 ＊ 消耗品（キレート剤） 19,800 ＊ 消耗品（キレート剤） 19,800

予算(決算)額 合　　計 165,906 合　　計 177,944 合　　計 177,944 合　　計 177,944
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 146,286 158,144 158,144 158,144

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 19,620 □特会 □受益 □基金 ■その他 19,800 □特会 □受益 □基金 ■その他 19,800 □特会 □受益 □基金 □その他 19,800
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 870 870 870

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 166,786 178,814 178,814 178,814
(11)単位費用

43.89千円／ｔ 47.06千円／ｔ
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

既存の焼却施設から発生する焼却灰は、ダイオキシンを含有しているためそのまま埋立することができない。循環型社会 ○①事前確認での想定どおり
を実現するため、新たな資源化を進めていく。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民のごみ分別により焼却灰の処分が適正に行われる。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 焼却灰の全量資源化が再開されるよう近隣事業者の調査を行 ○①想定どおり
□②生き物と共存している っていく。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｔ) 目標値(b)(ｔ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｔ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
3,727 3,700 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 178,814 △12,028
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△7.21

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 2.07

ｔ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 311 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 焼却灰処理事業(放射能対策） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 178,814 千円 (うち人件費 870 千円）⑦事業費
総事業費 186,480 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 焼却施設から発



新廃棄物処理施設の建設にあたり、既存施設の適正な維持管理を行いながら、我孫子市単独の事業として環
施策目的・

(2)目的 機能を高めることを視野に入れ、環境負荷の少ない、効率的で効果的な施設として整備します。 事業目的 境負荷に配慮した整備を行っていく。
展開方向

既存の廃棄物施設の老朽化により、令和５年度からの運営開始に向けて、新たに廃棄物処理施設を建設する 新廃棄物処理施設の整備にあたり、国（環境省）の「循環型社会形成推進交付金」を活用し、事業を進める
。 とともに、廃棄物基本問題調査会への諮問、地元との協議・調整を図る。
令和２年度は、建設予定地の既存建屋等の撤去、支障物等の移設、土壌汚染対策工事を行った後、廃棄物処 当該年度 ・新廃棄物処理施設の整備（R2年度～R4年度）
理施設の建設に着手する。また、建設に伴い、環境影響調査事後評価を実施するほか、適正に設計・建設が 執行計画 ・建屋等撤去・土壌汚染対策工事（R2年4月～12月まで）

(3)事業内容 内　　容 進められているかを確認するためのモニタリング業務を行う。 ・環境影響評価事後調査（R2年度～リサイクルセンター供用開始後約1年後まで）
・設計・建設モニタリング（R2年度～R4年度）
各種整備（新廃棄物処理施設、建屋等撤去・土壌汚染対策工事など） 想定値 100当該年度
・調査（環境影響評価事後調査など）を実施する。 単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 新廃棄物処理施整備の行程表の進捗率 直接 進捗率 ％ 20 30

令和 3年度 新廃棄物処理施設整備の行程表の進捗率 直接 進捗率 ％ 80

令和 4年度 新廃棄物処理施設整備の行程表の進捗率 直接 達成率 ％ 100

既存焼却炉や粗大ごみ処理施設等の老朽化が著しく、想定外の修理・補修が必要になっている。新廃棄物処理施設整備計画を進
(7)事業実施上の課題と対応 めつつ、既存施設が３年間稼働できるよう大規模な修繕が必要と考える。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 環境影響評価（継続費Ｈ28～Ｈ31） 25,920
廃棄物基本問題調査会委員報酬 196 ＊ 土壌汚染対策工事 147,653 ＊ 新クリーンセンター整備事業 5,887,700 ＊ 新クリーンセンター整備事業 5,196,400

＊ 新廃棄物処理施設建設に伴うアドバイ 11,448 ＊ 新クリーンセンター整備事業 575,900 【継続費】R2年～R4年（年割額） 【継続費】R2年～R4年（年割額）
ザリ業務（継続費Ｈ30～Ｈ31） 【継続費】R2年～R4年（年割額） 設定総額（11,6660,000千円） 設定総額（11,6660,000千円）

＊ 新廃棄物処理施設整備運営事業者選定 200 設定総額（11,6660,000千円） ＊ 設計・建設モニタリング業務委託 35,156 ＊ 設計・建設モニタリング業務委託 19,567
委員会委員報酬 ＊ 設計・建設モニタリング業務委託 26,378 【継続費】R2年～R4年（年割額） 【継続費】R2年～R4年（年割額）

＊ 土壌汚染対策工事実施設計業務 10,000 【継続費】R2年～R4年（年割額） 設定総額（97,834千円） 設定総額（97,834千円）
実施内容 ＊ 新クリーンセンター整備事業 0 設定総額（97,834千円） ＊ 環境影響評価事後調査業務委託 6,930 ＊ 環境影響評価事後調査業務委託 6,930

【継続費】31年～34年（年割額） ＊ 土壌汚染対策工事監理業務委託 13,442
(8)施行事項

費　　用 設定総額（15,800,176千円） ＊ 土壌汚染対策工事区域内建屋等撤去工 34,091
＊ 新廃棄物処理施設運営・維持管理 0 事【債務負担行為】R元年～R2年 ＊ 新廃棄物処理施設運営・維持管理 0 ＊ 新廃棄物処理施設運営・維持管理 0

【債務負担行為】35年～54年 ＊ 環境影響評価事後調査業務委託 6,930 【債務負担行為】R5年～R24年 【債務負担行為】R5年～R24年
設定総額（11,237,695千円） ＊ 支障物移設工事 1,900 設定総額（11,237,695千円） 設定総額（11,237,695千円）

＊ 電話線移設工事 209
＊ 新廃棄物処理施設運営・維持管理 0 ＊ ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ整備運営方式等検討業務 6,886

【債務負担行為】R5年～R24年 ＊ 既設焼却施設解体事前調査・解体設計 16,500
設定総額（11,237,695千円） 業務

予算(決算)額 合　　計 47,764 合　　計 806,503 合　　計 5,929,786 合　　計 5,246,283
国庫支出金 補助率 33 ％ 15,789 補助率 33 ％ 137,189 補助率 33 ％ 2,046,883 補助率 33 ％ 728,045
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 90 ％ 298,500 充当率 90 ％ 3,352,600 充当率 90 ％ 3,580,000

(9)財源内訳
一般財源 1,975 6,930 6,930 5,121

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 30,000 □特会 □受益 ■基金 ■その他 363,884 □特会 □受益 ■基金 □その他 523,373 □特会 □受益 ■基金 □その他 933,117
換算人数(人) 3 3 3 3
正職員人件費 26,400 26,100 26,100 26,100

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 74,164 832,603 5,955,886 5,272,383
(11)単位費用

741.64千円／％ 8,326.03千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

現クリーンセンターは稼働から４５年が経過し、老朽化による故障リスク、維持管理費用が増大している。また、昭和５ ○①事前確認での想定どおり
２年稼働の粗大ごみ処理施設と昭和５７年稼働の資源価値向上施設も老朽化が進んでおり、市の安定的なごみ処理の維持 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ が難しい状況にある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 市民も構成員として参画している廃棄物基本問題調査会に事 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 業計画を諮問する。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 環境負荷の低減、二酸化炭素の削減に寄与する。 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
20 30 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 832,603 △758,439
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△1,022.65

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 319 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 新クリーンセンターの整備事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成28年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 3 人）
(1)事業概要

(当　初) 832,603 千円 (うち人件費 26,100 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12103 重点なし ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

新たな廃棄物処理施設（焼却施設と破砕処理施設）を、循環型社会形成推進基本法に基づき、災害対応拠点



環境を確保するため、安定した収集体制を確立し提供する。
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と
・市内を２収集地区に分け、家庭ごみは週２回（月木・火金）を迅速かつ適正に遂行できる業者に委託し実 市民からのごみ収集についての対応
施する。 粗大ごみ回収の受付
・地域の町内公園清掃、ボランティアの清掃により排出されたごみを回収。 当該年度 委託業者との連絡調整
・粗大ごみは電話による申込を受け、毎週月曜日～金曜日に戸別収集。（祝祭日含む）業者に委託し実施す 執行計画

(3)事業内容 内　　容 る。
・公共施設の給食残渣を回収する。

可燃ごみ収集量 想定値 18,380当該年度
　 単位 ｔ

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 決められた収集日に確実に収集することで、良好な地域の環境を保全する 間接 収集実行率 ％ 100 100

令和 3年度 間接 収集実行率 ％ 100

令和 4年度 間接 収集実行率 ％ 100

・地区ごとに偏った収集か所に対応するため将来的には、収集地区の見直しを行う必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

家庭ごみ収集業務委託 156,754 家庭ごみ収集業務委託 160,750 家庭ごみ収集業務委託 160,750 家庭ごみ収集業務委託 160,750
粗大ごみ収集業務委託 9,183 粗大ごみ収集業務委託 9,267 粗大ごみ収集業務委託 9,267 粗大ごみ収集業務委託 9,267
【債務負担】H29～H33 【債務負担】H29～H33 【債務負担】H29～H33 【債務負担】R4～R
2号嘱託職員報酬1名（0.1） 260
消耗品・他 131 ＊ 公共施設給食残渣収集業務委託 3,015 公共施設給食残渣収集業務委託 3,015 公共施設給食残渣収集業務委託 3,015
車両経費 1,813

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 168,141 合　　計 173,032 合　　計 173,032 合　　計 173,032
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 168,141 173,032 173,032 173,032

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.65 0.65 0.8 0
正職員人件費 5,720 5,655 6,960 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 261 261 261 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 173,861 178,687 179,992 173,032
(11)単位費用

66.87千円／箇所 9.72千円／ｔ
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

一般廃棄物処理は自治体の責務であり、市民に安定した収集体制を提供する必要がある。 ○①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 収集車両は低公害車を使用。 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 178,687 △4,826
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△2.78

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.56

％ 100万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 323 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 可燃・粗大ごみ収集事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.65 人）
(1)事業概要

(当　初) 178,687 千円 (うち人件費 5,655 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名) 一般廃棄物対策基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 市民の良好な生活



、搬入ごみや焼却灰の放射線対策を行い適正な作業や処理を行う。
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
・回収したごみに含まれている放射線量の測定分析を行い、焼却灰の放射線を高濃度にすると考えられる枝 焼却主灰、焼却飛灰、不燃物、枝木チップ、排ガス等の放射能測定を毎月実施
木や刈草等の放射線量を把握し焼却量を調整することで、埋立等の国の基準値である8,000ベクレル／㎏ま
た、受け入れている事業者の基準である1,000ベクレル／㎏以下を下回る焼却灰を処理する。 当該年度
・保管中のチップ等の放射能濃度を測定し、濃度の低いものについて焼却処理し埋立処分を実施する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

焼却灰等の放射能測定回数 想定値 72当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正なごみ及び焼却灰の処理 直接 焼却灰が1,000ベクレル／㎏を下回る割合 ％ 100 100

令和 3年度 同上 直接 同上 ％ 100

令和 4年度 同上 直接 同上 ％ 100

現状では、何によって焼却灰の放射能が上昇しているのか特定が出来ないため、多種のごみについて放射能を測定し、また、排
(7)事業実施上の課題と対応 出する焼却灰等の測定が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 震災廃棄物放射線量測定分析業務 1,165 ＊ 震災廃棄物放射線量測定分析業務 1,122 ＊ 震災廃棄物放射線量測定分析業務 1,122 ＊ 震災廃棄物放射線量測定分析業務 1,122
・放射線量測定（主灰・飛灰・不燃 【東電】 【東電】 【東電】
物・主灰飛灰混合）【東電】 ・放射線量測定（主灰・飛灰・不燃物) ・放射線量測定（主灰・飛灰・不燃物) ・放射線量測定（主灰・飛灰・不燃物)
・放射線量測定（枝木チップ２検体） ・放射線量測定（枝木チップ２検体） ・放射線量測定（枝木チップ２検体） ・放射線量測定（枝木チップ２検体）
・放射線量測定（排ガス） ・放射線量測定（排ガス） ・放射線量測定（排ガス） ・放射線量測定（排ガス）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,165 合　　計 1,122 合　　計 1,122 合　　計 1,122
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,165 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,122 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,122 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,122
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 870 870 870

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,045 1,992 1,992 1,992
(11)単位費用

24.35千円／回 27.67千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

福島第一原発事故に伴い放出された放射性物質により我孫子市内の家庭系廃棄物からも放射性物資が確認され、ごみ焼却 ○①事前確認での想定どおり
後の焼却灰に濃縮されている。各種のごみの放射線量を把握し、焼却灰の放射能が基準値を下回るよう維持し、安定した ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 焼却灰の処理を行う必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
確実に自治体が検査を行い焼却灰などが適正に行われるようしていくことが、市内のごみの処分を滞りなく出来ることに
なる。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 自然環境に負荷を与えないよう、ごみ処理方法を選択し適正 ○①想定どおり
□②生き物と共存している 処理を行う。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,992 53
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

2.59

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ○不要
   (目標対費用) 5.02

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1938 課コード 0402 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・クリーンセンター

個別事業 震災廃棄物の放射線測定事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,992 千円 (うち人件費 870 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 福島第一原発事故の影響による


